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＊写真、表は文末に掲載しています 

 

 2020年 5 月 20 日、台北市中心部の総統府の東側に位置する台北賓館の中庭で、台湾の

第 15 代総統就任宣誓式が行われた。これによって、今年 1 月の総統選挙で史上最多の約

817 万票（得票率 57.1％）の獲得という圧倒的支持によって当選した民進党の蔡英文が 2

期目のスタートを切った。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対策の成功によって

国際社会の評価が高まるなかで、自信に満ちた船出となった。 

だが、中国との関係について言えば、第 2 期蔡英文政権の先行きは必ずしも楽観視でき

るものではない。そこで本稿では、これまでの中台関係の歩みを振り返りつつ、米中関

係、米台関係なども含めて、台湾をめぐる国際関係を紐解いてみたい。 

 

就任演説で示された中台関係の 4 つのポイント 

 

 5月 20日に行われた蔡英文の総統就任演説では、中台関係について以下の 4つのポイントが

示された。① 台湾海峡の平和と安定のために最大限努力する。② 「平和、対等、民主、対話」

の 8文字を掲げる。③ 「一国二制度」によって、台湾を矮小化し、台湾海峡の「現状維持」を

破壊することを受け入れない。④「両岸関係は歴史の転換点」にある。（中台）双方が、対立や

立場の違いを越え、将来にわたって付き合っていける道を探らなければならない。 

就任演説のポイント③が示すとおり、台湾側は「一国二制度」を受け入れないという立場

を取ってきている。他方、中国はあくまでも、「一国二制度」による中国統一を進める立場

を譲らない。このように、「一国二制度」をめぐる、両者の立場は平行線上にある。 

 その一方で、ポイント④が示すとおり、蔡英文は何らかのかたちで中国と交流を持ちたい

https://www.ide.go.jp/Japanese/Researchers/matsumoto_haruka.html
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という意向を示した。だが、2016 年 5月に蔡英文政権が誕生して以来、「一つの中国」原則

を受け入れていないことから、中国と台湾の当局間の実務交流が凍結されたままとなって

いるのは周知のとおりである。今後の中台関係の見通しは依然として厳しいといえる。 

 

就任演説に対する中国側の反応 

 

次に、就任演説当日の中国側の反応を振り返ってみたい。中国がまず非難したのは、アメ

リカ政府の対応である。ポンペオ米国務長官は、総統就任式に先立ち、国務省のホームペー

ジやツイッターを通じて蔡英文への祝賀メッセージを発表していた。これに中国外交部が

批判の矛先を向けた。とりわけ、 蔡英文を「総統」と呼び、米台の「パートナーシップ」

を謳ったことに対して強く異議を唱えた。 

中国国防部もまた、前述のポンペオの祝意を「非常に危険である」として非難した。それ

とともに、「中国人民解放軍には、いかなる形でも外部勢力による干渉と、『台湾独立』の陰

謀を打ち砕く、強固な意志、十分な自信、十分な能力がある……（中略）……われわれは、 

国家の主権と領土保全のために必要なあらゆる措置を取る」として、台湾に対する武力行使

を暗に示して牽制する姿勢を見せた。 

中国の非難は蔡英文政権にも向けられた。国務院台湾事務弁公室は、「祖国統一は中華民族の

偉大な復興の歴史的必然である……（中略）……われわれは『平和的統一と一国二制度』の基

本的方針を堅持している」としたうえで、蔡英文政権が「一つの中国」原則を体現した、「92年

コンセンサス」を認めることを拒み、両岸関係の平和的発展の政治的基礎を一方的に破壊した

ことや、外部の勢力と結託して「感染を利用した独立」を画策していることなどを挙げて批判

した。その一方で、「台湾実業家や企業が困難を取り除き、業務・生産を再開するのを支援し、

ひろく台湾同胞が祖国大陸でより多くの発展の機会を得ることを支持する」として、引き続き、

中国大陸に住む台湾人に対する優遇政策を進めていくという意向を示した。 

 

台湾問題をめぐる中国側の最近の主な動き 

 

蔡英文の総統就任演説から 2 日後の 5 月 22 日、北京で全人代（第 13 期全国人民代表大

会第 3 回会議）が開幕した。通常であれば、毎年 3月に開催されてきた全人代だが、今年は

新型コロナウイルスの影響で、2 カ月以上延期となっていた。5 月 25 日の李克強総理によ

る政治報告では、台湾問題に関して、「『台湾独立』をもくろむ分裂の行動に断固として反対

する」という立場が改めて示された。そのうえで、李克強は「両岸の交流・協力の促進、融

合発展の深化、台湾同胞の福祉の保障につながる制度的取り決め、政策措置をより完全なも

のにし、台湾同胞と連帯してともに『台湾独立』に反対し、統一を促進する」として、引き
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続き、中国大陸に住む台湾人に対する優遇措置を拡充していく意向を示した。 

 また、5 月 29日には、「反国家分裂法」実施 15周年座談会の場で、全人代常務委員会委

員長の栗戦書が演説を行い、「『台湾独立派』による分裂活動に断固反対し、祖国の平和統一

を揺るぎなく推進する。……（中略）……『台湾独立』は破滅の道であり、自ら禁を犯そう

とすれば必ず厳しい懲罰を受ける」と述べて、台湾が独立を宣言した場合には武力行使も辞

さないという強い態度を改めて示した。 

 

中国による台湾人に対する優遇政策 

 

ここで先に触れた、国務院台湾事務弁公室が表明した中国大陸に住む台湾人に対する優

遇政策について、これまでの経緯を簡単に振り返っておこう。 

台湾人に対する優遇政策の出発点は、2018年 2月 28日に国務院台湾事務弁公室と国家発展

改革委員会が発表した「31項目の台湾優遇措置」（「恵台 31条」）である。これは、台湾企業向

け 12項目と台湾人就労者向け 19項目からなる政策で、中国大陸でビジネスを展開する台湾企

業に対して、税制面やインフラ整備、国家プロジェクトの参入などについて、中国の企業と同

等の待遇を与えるものである。また、大陸で就業・起業、就学する台湾人を幅広く受け入れ、

中国人と同等の公共サービスを与えることが約束された。とくに、医療、教育、文化・映像産

業、芸術などの分野の高度な専門職の人材の受け入れに重点が置かれている。 

こうした中国の優遇政策は、人材面における台湾の「空洞化」を進める可能性があり、中

長期的には台湾の安全保障上の脅威ともなり得るという問題がある。これに対する台湾側

の対抗措置として、蔡英文政権は、2019 年 1 月に「台湾回帰投資支援策」の運用を開始し

た。これによって、中国大陸から台湾へ「回帰」した企業は、台湾で展開する事業で必要と

する土地や水、電力の供給、労働力の確保などに関する各種支援や優遇措置が受けられるこ

とになった。近年の米中貿易戦争の激化はもとより、中国大陸での新型コロナウイルスの蔓

延などの影響も相まって、中国大陸での事業展開を見直して、中国大陸から台湾へ「回帰」

する台湾企業が増えているものとみられる。蔡英文政権による支援策は、中国大陸に経済的

に少なからず依存してきた台湾企業に新たな道を開くものとなったといえよう。 

台湾側の動きを受けて、中国は追加措置を講じた。2019 年 11 月に「26 項目の台湾優遇

措置」（恵台 26 条）を発表したのである。企業に対しては、5G への参入のほか、航空業や

テーマパークへの投資などを新たに認めた。個人については、不動産購入の規制緩和や、中

国大陸での進学の優遇措置の拡大などが表明された。これは、「31 項目の台湾優遇措置」の

拡充をはかるものであり、その背景には、当時、台湾総統選挙で苦戦していた親中国派の国

民党・韓国瑜候補をバックアップするという意味合いがあったとみられる。だが、中国側の

間接的支援は功を奏することなく、韓国瑜は総統選挙で大敗を喫することになった。 
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蔡英文政権下で狭まる台湾の国際空間 

 

中国は優遇措置にみられるようなソフトなアプローチだけでなく、ハードなアプローチ、

すなわち外交的圧力も用いている。まず、ここ最近の特徴として、台湾を国際的に孤立させ

るための外交攻勢を強めていることが挙げられる。台湾と国交をもつ国に対する中国の圧

力によって、台湾の国際空間は狭められている。この動きは蔡英文政権期（2016 年 5 月～

現在）に顕著にみられ、中国はその意にそぐわないことが起こった時、タイミングを見計ら

ったように各国を台湾との断交に追いやってきた（表 1）。 

例えば、トランプ＝蔡英文電話会談（2016年 12 月 2 日）と同じ月には、サントメ・プリ

ンシペが中国と国交を樹立し、台湾と断交した。また、蔡英文が中南米外遊のトランジット

外交として訪米（2018 年 8 月 13～19 日）した際には、その直後にエルサルバドルと台湾

が断交となった。さらに、アメリカが台湾に対する過去最大規模の武器売却を決定（2019

年 7～8 月）すると、その翌月にソロモン、キリバスが相次いで台湾と断交した。 

蔡英文政権下では台湾と国交を有する国が激減し、現在のところわずか 15 カ国となって

いる。ヨーロッパで台湾と国交を有する国はバチカン市国のみである。最近、中国がいわゆ

る「マスク外交」の一環として、医療物資などの積極的な支援によってバチカンの取り込み

をはかっていることを指摘しておきたい。これまでの中国の行動パターンからすると、今後

も蔡英文政権やアメリカが台湾問題に関して中国の意に沿わない行動を取れば、断交ドミ

ノが続く可能性がある。 

中国の外交的圧力は国際機関にも及んでいる。世界保健機関（WHO）は、今年も蔡英文

政権下の台湾に対して、世界保健総会（WHA）へのオブザーバー参加を認めなかった。2017

年以降、中国は台湾の参加を拒否してきたが、最近、台湾が新型コロナウイルスの水際対策

で成功を収めたことを理由に、アメリカやヨーロッパ、日本などから台湾のオブザーバー参

加を支持する声が高まっていた。だが、中国が首を縦に振ることはなかった。その結果、5

月 18・19 日に開催された WHA への台湾の参加は認められなかった。2003 年の SARS（重

症急性呼吸器症候群）の苦い経験を踏まえて、パンデミック抑制のための豊富な知見を有す

る台湾の参加には大きな意義があるものの、今後も、WHO に多大な影響力を持つとみられ

ている中国が、台湾の参加を認める可能性は低い。 

 

台湾をめぐる安全保障 

 

最後に、台湾をめぐる安全保障、とくにアメリカと台湾の関係について触れたい。これま

でトランプ政権は、台湾を重視する政策を次々と打ち出してきた。例えば 2018 年 3 月の

「台湾旅行法」には、米台双方の政府高官の往来を促進することが定められた。また、2018
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年 12 月の「アジア再保証推進法」には、台湾への武器売却や、政府高官の相互往来を進め

ることなどが改めて定められた。さらに、アメリカによる台湾海峡近海の警備強化も進めら

れている。イージス艦を含む米海軍艦艇は、およそ月 1 回のペースで台湾海峡を通過して

おり、2019 年は合計 9回の航行が実施された。 

 中国もまた、台湾周辺での軍事的活動を活発化させている。2019 年 3 月には、中国の戦

闘機が台湾海峡の中間線を越え、台湾の戦闘機が緊急出動するという事件が発生した。同様

の事件は今年の 2 月にも起きており、偶発的な衝突の可能性が高まった。これに対してア

メリカは、台湾海峡近海の警備を強化し、中国を強く牽制している。 

 アメリカの台湾に対する武器供与も積極的に行われてきた（表 2）。とりわけ、2019 年 8

月に決まった最新鋭の F-16 戦闘機の売却は、約 80 億ドルという過去最大規模のものとな

った。また、アメリカは、蔡英文の総統就任式の日にも武器売却の決定を発表し、台湾支援

の姿勢を鮮明にした。以上のように、アメリカは安全保障面でも蔡英文政権下の台湾に対し

て積極的なコミットメントを行ってきている。 

今後 4 年間、第 2 期蔡英文政権下の中台関係は引き続き厳しいものとなるだろう。とり

わけ、民進党政権下で凍結されている中台実務交流の再開への道のりは険しい。その理由と

して、「一つの中国」や「一国二制度」などをめぐる中国と台湾の立場の隔たりが挙げられ

る。香港における「国家安全法」の制定などによって、「一国二制度」の形骸化が危ぶまれ

る状況のなかで、台湾が「一国二制度」を受け入れることはまずないと思われる。その一方

で、今後も中国は、蔡英文政権の頭越しに、台湾の企業や就学・就労者向けの取り込み策を

続けるであろう。それと同時に中国は、その意に反することが起これば外交的圧力を行使し、

台湾の国際空間をさらに狭めることになるだろう。 

このように中台関係が冷え込むなかで、近年のアメリカは「以台制華」（台湾を以て中国

を制する）という姿勢を強く打ち出すようになっている。こうしたアメリカの姿勢は当面続

くであろう。■ 

（2020年 7 月 16 日 誤字修正） 

 

写真の出典 

 中華民國總統府（Office of the President, Republic of China［Taiwan］）ウェブサイト

（Public Domain） 
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2020 年 5 月 20 日 台北賓館で行われた蔡英文の総統就任演説 

 

 

 

表 1 蔡英文政権期に台湾と断交した国（2020 年 7 月現在） 

2016 年 12 月 21 日 サントメ・プリンシペ 

2017 年 6 月 13 日 パナマ 

2018 年 5 月 1 日 ドミニカ共和国 

 5 月 26 日 ブルキナファソ 

 8 月 21 日 エルサルバドル 

2019 年 9 月 16 日 ソロモン諸島 

 9 月 20 日 キリバス 

（出所）筆者作成 

 

https://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Books/Sousho/639.html
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表 2 蔡英文政権期のアメリカの対台湾武器売却の決定（2020 年 7 月現在） 

2017 年 6 月 29 日 高速対レーダーミサイル, 魚雷, ミサイル部品など 7 項目 14.2 億ドル 

2018 年 9 月 24 日  F16 戦闘機や C130 輸送機の部品など 3.3 億ドル 

2019 年 4 月 15 日  F-16 戦闘機パイロットの訓練プログラム 5 億ドル 

  7 月 8 日  M1A2 戦車 108 輌と地対空ミサイル 254 発 22 億ドル 

  8 月 20 日  最新鋭の F-16 戦闘機 66 機 80 億ドル 

2020 年 5 月 20 日  魚雷 18 発, 関連部品など 1.8 億ドル 

（出所）筆者作成 
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